
【Ｐｌａｎ - 計画】

（２）事務事業の概要
■ □ 昭和 18 年

■ □ □

■ □

成果指標（単位）、または数値化
できない成果

レファレンス件数　(件）

成果指標等の設定理由
寒川のことを調べようとする人に対し、町が責任をもって回答を導き出せるようにする。寒
川の行政や歴史に関する情報を提供することで、町に愛着を持つ町民を増やす。

目標値設定の考え方 前年比10％増

目
的

対象（誰（何）のために） 町民、および寒川について調べようとする人、町職員

意図（どのような状態にした
いのか）

保有する記録資料にもとづくレファレンスを行うことで、利用者の要望に応える。
寒川の情報や歴史に興味を持ち、郷土に愛着を持つ町民を増やす。

（４）成果指標

（３）事務事業の目的

項 地域文化の振興

事業
内容

公文書館法にもとづき、歴史的公文書、古文書、
行政刊行物など寒川地域に関する記録資料を調
査、収集、整理、保存し、利用に供するための施設
である寒川文書館（寒川総合図書館の４階）を運
営する。

小項目 文化活動の推進

細項目 町史資料の保存・公開の推進

重点プロジェクト いきいき 環境 にぎわい

事業区分 ソフト事業 ハード事業

寒川町　　平成20年度事務事業評価シート（平成19年度実施事業）

事務事業名 文書館運営事業 第１班 第２事業の１

主管課・担当名 総務課寒川文書館 根拠法令等 公文書館法・寒川文書館条例・寒川文書館運営方針

課長 小俣道雄 体系コード 43113-03 科目コード 01-02-01-17-001-01

（１）総合計画上の位置づけ
章 豊かな心と文化をはぐくむまちづくり 事業

期間

開始年度 平成

節 地域の文化活動を進めます 終了予定年度 －

【Ｄｏ - 実施】

目標 実績 目標 実績 目標 実績

200 210 230

目標 実績 目標 実績 目標 実績

55,000 60,000 70,000

260 280 280

予算 実績 予算 実績 予算 実績

0.5内 投入人員 0.5 0.5 0.5

人件費 3,678 3,678 3,663 3,663

執行率 87.1% 91.5%

その他 15 27 12 51

直接事業費 13,378 11,658 8,758 8,013

国県支出金
財
源
内
訳

一般財源 13,363 11,631 8,746 7,962

使用料・手数料

（３）事業費　（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
指標（単位）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

予算 実績 予算 実績 実績 予算

65,000

ボランティアの参加人数（人） 80 98 120 173 280

閲覧できる資料点数（点） 40,000 44,069 50,000 52,267

レファレンス件数　(件） 205 210 190 311

平成２３年度

目標 実績 目標 実績 実績 目標

220

数値化できない成果の達成状況

（２）活動指標

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
指標（単位）

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

（１）成果指標

　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
指標（単位）

平成1８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

目標 実績 目標 実績 実績 目標

平成２３年度

205 190 200 210 220 230
目標値

平成1８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

目標値設定の考え方 前年比10％増

総事業費

内
訳

17,056 15,336 12,421 11,676

平均給与額 7,355 7,355 7,325 7,325



【Ｃｈｅｃｋ - 評価】

（１）前年度評価シートの改善内容の実施状況

（２）事務事業の評価

■

□

□

■

□

□

■

□

有
効
性

対象者の満
足度や事業
の達成度は
どうか(成果

・目標の達成度
・成果の向上
・活動内容は適切か

十分成果が上がって
いる

図書館との複合館となったこともあり、レファレンス件数、入館
者数、ボランティア参加人数はいずれも増加しており、資料に
興味を持つ人が増えている。成果は十分とはいえ

ない

成果は上がっていな

あまり妥当ではない

町が主体と
なって実施
する必要が
あるのか

・町が実施すべき事務
事業か

町が行わなければな
らない

公文書館は、公文書館法第５条により、地方公共団体が設置
することになっている。資料の寄贈・寄託やボランティアの参
加などは、町民と町との信頼関係によって成り立っているの
で、町が主体で実施しない場合は、館運営が根底から崩れて
しまう。

・町が実施しない場合
の影響は

町が行った方がよい

・町民との協働は進め
ているか

町が行うべき必然性
が低い

評価の視点 評価のポイント 評価 理由

妥
当
性

事務事業を
実施する必
要があるの
か

・必要な事務事業か
・事務事業のニーズは
・事務事業の公共性は
･社会環境変化

妥当である 公文書館法に定める「適切な措置を講ずる責務」を果たす機
関であり、情報公開制度と並んで町の説明責任を果たす役割
を担っている。

どちらかと言えば妥
当である

平成１９年度の改善予定 平成１９年度の改善結果

「みんなが足を運びたくなる文書館」の実現を図るため
には、図書館への来館者をいかに文書館に誘導し関
心を持たせるかの仕掛けづくりが課題である。
限られた人員での管理運営は避けられないため、い
かに効率的な運営が行えるか実情をふまえ検討す
る。

必要最低限の人員で勤務ローテーションを組み、年間311日の開館を
確保した。運営にあたっては、延べ173名のボランティアの協力を得る
ことができた。

□

□

■

□

【Ａｃｔｉｏｎ - 改善】

（１）事務事業を進めていく上での課題、解決に向けての改善内容

（２）事業の今後の方針（課長による評価）

■ □ □

■ □ □

□ ■ □ □

今の事業の進め方が適切と思う。

理由
レファレンスは文書館のサービスで最も重要なので、増やすべきである。

事務事業の方向性 方法改善 現状維持 縮小・廃止・終了 統合

理由
取り扱う資料の点数は高めるべきである。

成果指標の目標 高める 設定どおり 下げる

活動指標の目標 高める 設定どおり 下げる

有効性

質の高いレファレンスサービスを提
供する。

レファレンス記録をデータベース化し
情報を共有する。

写真資料のデータベース化など、レ
ファレンスツールを充実させる。

効率性

複数の専門スタッフの確保や研鑽が
必要である。

19年度に引き続き最低限の人員で
勤務ローテーションを組み図書館と
同じ開館日数を維持する。

当面は再任用職員の配置を検討す
る。専門職資格制度確立の際は、
取得をめざす。

課題 平成２０年度 平成２１年度以降

妥当性

効
率
性

事業費に無
駄はないか

・事務事業は効率的に
行われているか
・コストの節減
・実施手法
・受益者負担

適切である ボランティアとの協働を進めた結果、委託料や人件費の節減
につながっている。

適切だが改善の余地
がある

効率的でない

どうか(成果
指標の状況)

・活動内容は適切か 成果は上がっていな
い

理由・内容
今の事業の進め方が適切と思う。

部長確認 木内　礼次郎 確認日 2008/10/15


